
２ ０ ２ ３ 年 １ ２ 月 ２ １ 日
株式会社日本政策金融公庫

信用保証に関する金融機関アンケート調査結果の概要

【中小企業向け貸出】

○中小企業向け貸出D.I.は、2.6と横ばい、２期連続でプラス。

次期見込みは3.4と横ばい。

【信用保証付貸出】

○信用保証付貸出D.I.は、▲4.0とやや低下し、２期ぶりにマイナス。

○次期見込みは▲3.0とやや上昇。

【信用保証付貸出における条件変更】

○条件変更D.I.は、25.0と横ばい、８期連続でプラス。

次期見込みは20.7とやや低下。

【金融機関から信用保証協会への代位弁済請求】

○代位弁済D.I.は、31.1と上昇し、９期連続でプラス。

次期見込みは24.3と低下。

＜お問い合わせ先＞

株式会社日本政策金融公庫 中小企業事業本部 保険企画部 保険情報室 保険分析グループ （担当 ： 城所、今泉、櫟木、大羽）
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定例調査 特別調査

（２０２３年度下期調査）

事業承継支援に関する取組みについて調査を実施

ニュースリリース

中小企業金融の動向を把握し、信用補完制度の円滑な運営に資するため、

以下の各項目について調査を実施

本資料は日本銀行内金融記者クラブ、経済産業記者会に同時配布しております。

きどころ いちのき

【事業承継支援に係る現在のニーズ、主な取組み、主な課題等】

〇事業承継支援に係る現在のニーズは、コロナ禍の影響が強かった時期

（概ね2020年～2021年度）と比べて、「増加している」と回答した割合が

53.4％となっている。

○事業承継に関する主な取組みについては、「外部専門家・支援機関の紹介」

（76.2％）が最も多く、次いで「Ｍ＆Ａ等による承継先の紹介・仲介」（66.7％）、

「個別訪問によるサポート」（62.3％）となっている。

○取引先中小企業における事業承継の主な課題については、「後継者の選定・

確保」（92.1％）、「後継者の育成」（85.3％）と、後継者に関する課題が最も多く

なっている。



＜調査の要領＞
　調査時点 ２０２３年１０月

　調査方法 郵送による記名式アンケート調査

　調査対象 ２７０の金融機関（都市銀行５、地方銀行６２、第二地方銀行３７、信用金庫１３３、信用組合３３）
（信用金庫および信用組合については各々一定額以上の保証債務残高を有する金融機関）

　回答数 ２５３の金融機関（都市銀行５、地方銀行５６、第二地方銀行３１、信用金庫１３０、信用組合３１）

　回答率 ９３．７％

　（注）　Ｄ.Ｉ.＝（「増加」と回答した金融機関の割合＋0.5×「やや増加」と回答した金融機関の割合）－（「減少」と回答した金融機関の割合＋0.5×「やや減少」と回答した金融機関の割合）。
　　　　　前年同期比での増減見通し。

　（注）　各地域別の集計は、都市銀行の回答は含まず、以下の都道府県に本店を構える金融機関の回答を集計したもの。

東北・北海道【29/34】： 北海道、青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

関東甲信越【85/87】： 新潟、茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨、長野

東海・北陸【49/50】： 静岡、愛知、岐阜、三重、富山、石川、福井

近畿【34/37】： 滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山

中国【18/20】： 鳥取、島根、岡山、広島、山口

四国【15/15】： 香川、徳島、高知、愛媛
九州・沖縄【23/27】： 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、沖縄
（注）　【　】内の数字は、回答金融機関数／調査対象機関数。

　



１．中小企業向け貸出の動向について

（注1）2007年度下期以前の調査については、サンプリング方法が現在と異なるため、時系列の比較には留意が必要である。

（注2）2012年度上期以前の調査に係るＤ.Ｉ.の算出については、「増加」と回答した金融機関の割合から「減少」と回答した金融機関の割合を引いて算出しているため、時系列の比較には留意が必要である。

定例調査
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（点線は次期予測）
（Ｄ.Ｉ.）

中小企業向け貸出D.I.の推移（資金使途別）

（年度）

・中小企業向け貸出D.I.は、横ばい、２期連続でプラスとなった。次期は横ばいの見込み。

・資金使途別にみると、短期運転資金及び長期運転資金は横ばい、設備資金はやや低下。

22上 22下 23上 23下 24上

中小企業向け貸出D.I. ▲ 5.4 ▲ 1.6 1.8 2.6 3.4

短期運転資金 ▲ 3.2 ▲ 0.6 2.0 2.2 2.8

長期運転資金 ▲ 7.5 ▲ 2.4 2.2 2.4 2.8

設備資金 ▲ 2.2 0.8 2.4 0.4 2.6

1 



２．信用保証付貸出の動向について

定例調査
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（Ｄ.Ｉ.） 条件変更（信用保証付貸出）D.I.の推移

・信用保証付貸出D.I.は、やや低下し、2022年度下期以来２期ぶりにマイナスとなった。次期はやや上昇する見込み。

・信用保証付貸出における条件変更D.I.は、横ばい、８期連続でプラスとなった。次期はやや低下する見込み。

（年度） （年度）
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３．代位弁済の動向について

（注1）2007年度下期以前の調査については、サンプリング方法が現在と異なるため、時系列の比較には留意が必要である。

（注2）2012年度上期以前の調査に係るＤ.Ｉ.の算出については、「増加」と回答した金融機関の割合から「減少」と回答した金融機関の割合を引いて算出しているため、時系列の比較には留意が必要である。

定例調査
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代位弁済D.I.の推移

・代位弁済D.I.は、上昇し、９期連続でプラスとなった。次期は低下する見込み。

中小企業金融円滑化法
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特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

増加して

いる

53.4

変わらない

46.6

減少している

0.0

１．事業承継支援に係る現在のニーズ等について

・事業承継支援に係る現在のニーズは、コロナ禍の影響が強かった時期（概ね2020年～2021年度）と比べて、「増加している」と回答した割合が

53.4％となっている。

・ニーズ把握の機会・手段については、「定期的な訪問等」（88.1％）が最も多く、次いで「事業承継支援を目的とした訪問等」（62.5％）となって

いる。

・ニーズの把握状況については、「自ら企業にアプローチして把握」が70.2％となっている。

（２）事業承継支援に係るニーズ把握の機会・手段（１）事業承継支援に係る現在のニーズ

(%)

(n=253)

（３）事業承継支援に係るニーズの把握状況

70.2
83.7

62.5

29.8

16.3

37.5

0%

20%

40%

60%

80%

100%

全体 銀行 協同組織

金融機関

自ら企業に

アプローチして把握

企業からの

申し出により把握

88.1

62.5

43.1

32.4

0.8

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期的な訪問等

事業承継支援を

目的とした

訪問等

事業承継セミナー、

アンケート

融資や条件
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フォローアップ時

事業承継に

関する電子メール、

ダイレクトメール

その他

※コロナ禍の影響が強かった時期（概ね2020年

～2021年度）と比較

(n=253)

(n=252) (n=92)

(n=160)（注１）（２）は複数回答（３つまで回答可）のため、合計は100％を超える。

（注２）（３）銀行：都市銀行、地方銀行及び第二地方銀行（以下、同じ。）

協同組織金融機関：信用金庫及び信用組合（以下、同じ。） 4



特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

２．事業承継支援に係る専門部署の設置等状況

・事業承継支援に係る専門部署の設置等状況については、「専門部署

を設置」が51.8％となっており、「専任担当者を配置（専門部署の設置

なし）」と「その他の対応」を合わせると約８割となっている。

３．事業承継に関する主な取組み

・事業承継に関する主な取組みについては、「外部専門家・支援機関の

紹介」（76.2％）が最も多く、次いで「Ｍ＆Ａ等による承継先の紹介・

仲介」（66.7％）、「個別訪問によるサポート」（62.3％）となっている。

（注）複数回答（５つまで回答可）のため、合計は100％を超える。
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特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

４．事業承継支援における外部専門家等の活用について

・外部専門家等の活用方針については、「自機関で対応することもあるが、外部専門家等を活用することが多い」（46.6％）が最も多く、次いで

「できるだけ自機関で対応するが、必要に応じて外部専門家等を活用」（39.1％）となっている。

・主に活用している外部専門家等については、「事業承継・引継ぎ支援センター」（71.4％）と最も多く、次いで「税理士、公認会計士」（65.5％）、

「中小企業診断士・コンサルタント」（52.4％）となっている。

（１）外部専門家等の活用方針 （２）主に活用している外部専門家等
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特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

５．取引先中小企業における事業承継の主な課題

・取引先中小企業における事業承継の主な課題については、「後継者

の選定・確保」（92.1％）、「後継者の育成」（85.3％）と、後継者に関す

る課題が最も多くなっている。

６．金融機関における事業承継支援の主な課題

・金融機関における事業承継支援の主な課題については、「専門人材の

不足、専門知識やノウハウの不足」（82.5％）が最も多く、次いで「長期

的な支援体制の構築(異動サイクルが短期）」（34.9％）となっている。

（注）５、６は複数回答（５つまで回答可）のため、合計は100％を超える。
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・外部専門家との連携

・担当者配置によるノウハウ蓄積

・外部専門家・支援機関と連携した勉強会

・提携外部機関との同行訪問を通じた人材育成

・事業承継に特化した専門チームを組み、専門人材の育成を図る

・社内掲示板での事例共有

後継者

経営ノウハウ

資産・負債等の承継

課題に対する主な取組事例

(n=252) (n=252)

・支店担当者の異動により支援体制が弱体化しないよう、

本部担当者は長期間にわたり当該業務に従事する体制

構築

・取引先の承継に関する情報がヒトに依存、蓄積しないよう、

行内システム等を活用し、データ蓄積ができる体制を構築
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定例調査

１．中小企業向け貸出D.I.の推移【地域別】
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２．信用保証付貸出D.I.の推移【地域別】
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定例調査

３．条件変更（信用保証付貸出）D.I.の推移【地域別】
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４．代位弁済D.I.の推移【地域別】
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特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

１．事業承継支援に係る現在のニーズ等について【地域別】

（２）事業承継支援に係るニーズ把握の機会・手段

（注）複数回答（３つまで回答可）のため、合計は100％を超える。

（１）事業承継支援に係る現在のニーズ
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全国 東北・北海道 関東甲信越 東海・北陸 近畿 中国 四国 九州・沖縄

定期的な訪問等 事業承継支援を

目的とした訪問等

事業承継セミナー、

アンケート

融資や条件変更の審査・

フォローアップ時

事業承継に関する電子メール、

ダイレクトメール

その他

(n=253)

(n=29)

(n=80)

(n=49)

(n=34)

(n=18)

(n=15)

(n=23)

(n=253) (n=29) (n=80) (n=49) (n=34) (n=18) (n=15) (n=23)
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特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

１．事業承継支援に係る現在のニーズ等について【地域別】

（３）事業承継支援に係るニーズの把握状況
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特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

２．事業承継支援に係る専門部署の設置等状況【地域別】

３．事業承継に関する主な取組み【地域別】

（注）複数回答（５つまで回答可）のため、合計は100％を超える。
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外部専門家・支援機関の紹介 Ｍ＆Ａ等による承継先の紹介・仲介 個別訪問によるサポート 事業承継に関する融資相談
セミナーの開催 企業価値評価等の試算、分析 税制面での情報提供 事業承継計画の策定支援
後継者の保証加入への柔軟な対応 現経営者の担保・保証解除 融資商品の創設、金利等の優遇 その他

(n=251)

(n=29)

(n=79)

(n=48)

(n=34)

(n=18)

(n=15)

(n=23)

(n=252) (n=29) (n=80) (n=49) (n=34) (n=18) (n=14) (n=23)
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特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

４．事業承継支援における外部専門家等の活用について【地域別】
（１）外部専門家等の活用方針

（２）主に活用している外部専門家等

（注）複数回答（５つまで回答可）のため、合計は100％を超える。
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自機関で対応することもあるが、

外部専門家等を活用することが多い

原則として外部専門家等を活用 その他
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事業承継・引継ぎ支援センター 税理士、公認会計士 中小企業診断士・コンサルタント 信用保証協会
国、県、市等の公的機関 弁護士 中小企業整備基盤機構 商工団体（商工会議所等）
日本公庫 その他 特になし

(n=253)

(n=29)

(n=80)

(n=49)

(n=34)

(n=18)

(n=15)

(n=23)

(n=252) (n=28) (n=80) (n=49) (n=34) (n=18) (n=15) (n=23)
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特別調査 事業承継支援に関する取組みについて

５．取引先中小企業における事業承継の主な課題【地域別】

６．金融機関における事業承継支援の主な課題【地域別】

（注）５、６は複数回答（５つまで回答可）のため、合計は100％を超える。
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後継者の選定・確保 後継者の育成 後継者による株式・事業用資産の買取 相続税・贈与税負担

親族間の相続問題の調整 経営者保証 取引先との関係維持 役員や従業員からの協力、支持・理解

自機関との関係維持 事業承継計画の策定 その他 特になし
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全国 東北・北海道 関東甲信越 東海・北陸 近畿 中国 四国 九州・沖縄
専門人材の不足、専門知識やノウハウの不足 長期的な支援体制の構築(異動サイクルが短期） 手数料の徴求困難先（小規模企業等）への対応
企業との信頼関係の構築 支援機関としての認知度が低い 外部専門家・支援機関との連携・調整
ネットワークの不足 利益相反が生じやすい 信用保証協会との連携・調整
その他 特になし

(n=252) (n=29) (n=80) (n=49) (n=34) (n=18) (n=14) (n=23)

(n=252) (n=29) (n=80) (n=49) (n=34) (n=18) (n=14) (n=23)
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